


遠洋まぐろ延縄漁業プロジェクト改革計画（資源管理・労働環境改善型（ミナミマグロ漁場））新旧対照表

R6.06 
変 更 後 変 更 前

（P.38） 

７．漁業経営の展望 
５） Ｃ丸【ケープ沖操業】

【改革計画算定基礎】

②水揚量・水揚高 
新たな航海パターン（1 年目（日本→ケープ）：航海期間336 日+ドック期間29 日、2 年目

（ケープ係船）：航海期間 331 日+ドック期間 34 日、3 年目（ケープ→日本）：航海期間 329
日+ドック期間 37 日、4 年目（日本→ケープ）：航海期間 336 日+ドック期間 29 日、5 年目

（ケープ係船）：航海期間 331 日+ドック期間 34 日）を作成し、現状からの航海日数の変更

に応じて、水揚量、水揚高 は下記のとおりとした。

魚価は直近 5 カ年（H27～R 元）平均のミナミマグロ 1,593 円/kg、メバチ・キハダ 751 円

/kg、その他 334 円/kg とした。 
 ※魚価、燃油価格、転載費等の変動が収益性に大きく影響する場合においては、当該

計画の趣旨を確保しつつ、より収益性の高い航海パターンを選択する。ただし、状況の

変化により航海パターンを変更する可能性が生じる場合は事前に水産庁・事業主体と協

議を行い、その結果を中央協議会に報告を行う。

（P.38） 

７．漁業経営の展望 
５） Ｃ丸【ケープ沖操業】

【改革計画算定基礎】

②水揚量・水揚高 
新たな航海パターン（1 年目（日本→ケープ）：航海期間336 日+ドック期間29 日、2 年目

（ケープ係船）：航海期間 331 日+ドック期間 34 日、3 年目（ケープ→日本）：航海期間 329
日+ドック期間 37 日、4 年目（日本→ケープ）：航海期間 336 日+ドック期間 29 日、5 年目

（ケープ係船）：航海期間 331 日+ドック期間 34 日）を作成し、現状からの航海日数の変更

に応じて、水揚量、水揚高 は下記のとおりとした。

魚価は直近 5 カ年（H27～R 元）平均のミナミマグロ 1,593 円/kg、メバチ・キハダ 751 円

/kg、その他 334 円/kg とした。 
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遠洋まぐろ延縄漁業プロジェクト改革計画
（資源管理・労働環境改善型（ミナミマグロ漁場）

資料編



資料番号 項 目 取組番号 ページ

これまで策定した改革計画及び今回策定する改革計画の主要内容 3〜5

これまでの実証結果概要 6

日本かつお・まぐろ漁業協同組合における遠洋まぐろ延縄漁業の構造改革に係るグランドデザイン 7

遠洋まぐろ延縄漁業⻑期代船建造計画の概要 8

資源管理・労働環境型⽐較表 9

改革計画の概要 10

資料1-1 ミナミマグロ漁場別操業パターン 11

資料1-2 ミナミマグロ漁場の操業状況 「吠える40度」 12

資料1-3 ミナミマグロ漁業の課題と本計画における検討結果 13

資料2-1 共通船型の採用（一般配置図・主要目） A 14

資料2-2 共通船型の採用（漁船建造の効率化） A 15

資料2-3 共通船型の採用（その他の効果） A 16

資料3-1 省エネ改革型漁船の導⼊（燃油消費量の削減） B 17

資料3-2 省エネ改革型漁船の導⼊（省エネ設備等の配置図） B 18

資料3-3 省エネ改革型漁船の導⼊（ア.SGプロペラの採用・イ.⿂艙防熱構造の増厚化） B 19

資料3-4 省エネ改革型漁船の導⼊（ウ.⾼効率冷凍運転⽀援システムの導⼊） B 20

資料3-5 省エネ改革型漁船の導⼊（エ.LED照明装置の採用・オ.省エネ運航の徹底） B 21

目 次 ①
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資料番号 項 目 取組番号 ページ

資料4-1 資源管理の取組（混獲回避） C 22

資料4-2 資源管理の取組 C 23

資料5 船体構造の改善による安全性の向上 D 24

資料6 安全性設備の導⼊による安全性の向上 E 25

資料7-1 居住性の改善① F 26

資料7-2 居住性の改善②（居住スペースの改善） F 27

資料7-3 居住性の改善③（インターネット環境の整備） F 28

資料7-4 居住性の改善④（その他の改善） F 29

資料8-1 作業性の改善（まとめ） G 30

資料8-2 作業性の改善（ア．多目的⿂艙の導⼊及びテーブル式作業台等の設置） G 31

資料8-3 作業性の改善（イ．⾼効率冷凍運転⽀援システムの導⼊） G 32

資料8-4 作業性の改善（ウ．トラッキングパイロットシステムの導⼊） G 33

資料8-5 作業性の改善（エ．トリラインの放出・収納の自動化） G 34

資料8-6 作業性の改善（オ．マグロ引寄せ機の導⼊） G 35

資料8-7 作業性の改善（カ．管棚のミナミマグロへの最適化） G 36

資料9 後継者確保・育成対策 H 37

資料10 ミナミマグロの認知度向上 I 38

資料11 その他（地元地域に対する貢献） J 39

目 次 ②
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主 な 魚
種

主 な 操 業 パ タ ー ン
共通の主な課題 漁 場 別 の 主 な 課 題 個 別 プ ロ ジ ェ ク ト と メ イ ン テ ー マ

漁 場 移 動 独 航 ・
係 船 漁場の緯度

メバチ
キハダ

（36隻）

⻄経漁場周年
（23隻） 独航

低緯度

資
源
対
策
（ク
ロ
・ミ
ナ
ミ
Ｉ
Ｑ
、
メ
バ
チ
資
源
調
査
等
）

居
住
・労
働
環
境
整
備
（ネ
ッ
ト
環
境
整
備
等
）

建
造
コ
ス
ト
削
減
（共
通
船
型･

共
通
仕
様
）

省
コ
ス
ト
（省
エ
ネ
、
省
人
・省
力
化
、
餌
料
対
策
等
）

付
加
価
値
向
上
・販
路
開
拓

⾼値⿂種の
選択

労働環境
（暑さ）
対策

転載・補給対策

④尾 鷲（ 1⻑久）︓省エネ（凍結時間短縮）
⑤い わ き （38漁福）︓販路拡⼤（水揚げ新拠点創出）
⑧三 崎（58事代）︓⾼値⿂種の選択（メバチ40kg以上の釣獲量向上）
⑩伊 勢（81海王）︓⿂種の選択（メカジキの釣獲量向上）
⑪南 伊 勢（ 3千秋） ︓新たな操業パターンの構築
⑯串⽊野Ⅱ（58福栄）︓付加価値向上（縮まない鮪）、販路拡⼤

中⻄部太平洋
（13隻）

独航
（年2航海） ⼊漁問題

③⾼ 知（38⾼豊）︓付加価値向上（ビンナガの⾼鮮度処理）
⑭焼 津 Ⅱ（38福久）︓付加価値向上（船上ロイン）
⑮気仙沼Ⅴ（ 7⼤功）︓省エネ（PWM）

クロマグロ
メバチ
キハダ

（38隻）

北⼤⻄洋・
中部⼤⻄洋
（34隻）

係船

⾼緯度
（荒天）

労働環境
（荒天）
対策

航海計画の
変更

（係船⇔独航）

転載対策

⑳気仙沼Ⅶ（127勝栄）︓労働対策（荒天）、省力化
㉑資源管理・労働環境改善型（5隻）︓共通船型･共通仕様、資源管理、労働
環境改善

北⼤⻄洋・
中部⼤⻄洋・⻄

経
（4隻）

独航
稼働率改善
漁場の選択

（太平洋⇔⼤⻄洋）

⑱八 ⼾ （38正進）︓新たな操業パターン（稼働率の向上）
⑨串 ⽊ 野（78幸榮）︓省エネ（冷凍システム）
⑲気仙沼Ⅵ（ 1昭福）︓航海計画の選択、省エネ（新船型）

ミナミマグロ
メバチ
キハダ

（65隻）

全域 独航
係船

⾼緯度
（荒天）

労働環境（荒天）対策

混獲対策

航海計画の変更
（係船⇔独航）

漁場の変更

○資源管理・労働環境改善型（ミナミマグロ漁場）（4隻）︓共通船型･共通仕
様、労働環境改善（凍結室搬⼊時の作業負担軽減）､混獲対策（海鳥混獲回
避装置の強化等）居住環境の改善（動揺の少ない食堂の導⼊及び⼤部屋の廃止
等）

豪州周辺海域
（25隻） 独航

①宮 古（88清福）︓付加価値向上（効率的な⾎抜き処理）
②焼 津（35福積）︓省エネ（保冷温度の変更）
⑥気仙沼Ⅱ（123勝栄）︓販路拡⼤（直接輸出）
⑦気仙沼Ⅲ（88福徳）︓付加価値向上（予冷、水揚げ新拠点の創出）
⑫焼 津（ 1福積）︓省エネ（保冷温度の変更、管棚凍結）
⑬気仙沼Ⅳ（18昭福）︓省エネ（新船型）、付加価値向上（船上ロイン）
⑰焼 津 Ⅲ（21福龍）︓省エネ（冷凍機稼働数の適正化）､混獲対策（疑似餌）

南ア周辺海域
（40隻） 係船

ビンナガ
ミナミマグロ
（20隻）

ジャワ・
フリーマントル沖 独航 中・低緯度 作業性の改善

㉒資源管理・労働環境改善型（ビンナガ漁場）（2隻）︓共通船型･共通仕様、
労働環境改善（揚縄作業の省力化、冷凍運転の自動化）

日本かつお・まぐろ漁業協同組合における
遠洋まぐろ延縄漁業の構造改革に係るグランドデザイン
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遠洋まぐろはえ縄漁業⻑期代船建造計画の概要

項目 計画の概要
計画策定者 日本かつお・まぐろ漁業協同組合
策定年⽉ 平成30年8⽉
目的 1．漁船の船齢若返り

2．漁船の性能向上と乗組員の確保
課題 1．遠洋まぐろはえ縄漁業の労働環境（⻑期航海・重労働・居住環境等）

2．労働・居住環境に起因した日本人乗組員不⾜
3．燃油費等の操業経費の増加
4．漁船建造コストの増加
5．海鳥・ウミガメ・サメの混獲規制措置の強化

⻑期的な計画のもと継続して⽣産性が⾼く居住性等に優れた漁船を導⼊
導⼊漁船のコンセプト︓
① 共通船型・共通仕様による建造船価の低減
② 省力機器の導⼊・居住環境の改善と福利厚⽣の充実等労働環境改善による日本
人乗組員の確保と継続雇用、省エネ対策による燃油費の削減

③ 平成30年度から令和4年度までに25隻の漁船の更新を計画

漁船隻数の減少によるまぐろ類の安定供給懸念
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プ ロ ジ ェ ク ト 名 対 象 魚 種 漁 場 特 徴 主 な 取 組 内 容

資源管理・
労働環境改善型
（平成30年10月認定）

クロマグロ
（平均150kg/尾程度

15尾/日程度）

北部⼤⻄洋  ⿂体サイズが⼤きい
 タグ付けが必要
 荒天操業

 クロマグロのサイズに合わせた管棚（3段）
 重いクロマグロを持ち上げるテーブルリフター
 その他、安全性の向上、省エネ性の向上、作業性の改善、
⾼速ブロードバンドの導⼊等の居住性の改善の取り組みを
実施

資源管理・
労働環境改善型
（ビンナガ漁場）
（令和2年5月認定）

ビンナガ
（平均10kg/尾程度

150尾/日程度）

ジャワ・
フリーマントル沖

 漁獲本数が多い
 揚縄作業が煩雑
 冷凍庫の温度管理が
難しい

 乗組員の負担が⼤き
い。

 揚縄時の作業負担軽減（浮縄自動巻き機・枝縄巻き機
の⾼性能化）

 ⾼効率冷凍機運転⽀援システムの導⼊により、温度管理
の負担軽減。さらに冷凍庫の温度等を陸上の会社に送り、
トラブル等の原因に迅速に対処することで経験の少ない者
でも機関⻑を務めやすくなる陸上⽀援体制の確⽴

 その他、安全性の向上、省エネ性の向上、作業性の改善、
⾼速ブロードバンドの導⼊等の居住性の改善の取り組みを
実施

資源管理・
労働環境改善型
（ミナミマグロ漁場）
（本計画）

ミナミマグロ
（平均60kg/尾程度

25尾/日程度）

南インド洋
ケープ沖
シドニー沖

 海鳥の分布密度が⾼
く、海鳥の混獲が多い

 タグ付けが必要
 漁獲本数がクロより多
くタグの管理が難しい

 荒天操業

 ミナミマグロのサイズに合わせた管棚（4段）
 海鳥混獲回避装置の強化（新たな海鳥混獲回避対
策）

 凍結室搬⼊時の作業負担軽減（シューター・作業台等の
設置）

 タグ管理作業の負担軽減等（多目的⿂艙の設置）
 動揺の少ない食堂の導⼊及び⼤部屋の廃止
 その他、安全性の向上、省エネ性の向上、作業性の改善、
⾼速ブロードバンドの導⼊等の居住性の改善の取り組みを
実施

資源管理・労働環境改善型⽐較表
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総トン数499トンの遠洋まぐろ延縄漁船4隻の共通船型･共通仕様での導⼊による
「漁船建造の効率化」、「収益性向上」、「労働環境改善」、「資源管理推進」

本改革計画の概要

●
漁
船
導
入
の
共
通
化･

効
率
化
等
に
関
す
る
事
項

･

共
通
船
型･

共
通
仕
様
に
よ
る
漁
船
建
造
の
効
率
化

共
通
船
型･

共
通
仕
様
に
よ
る
コ
ス
ト
削
減

･
造
船
所
に
お
け
る
効
率
化

設
計･

現
図
期
間
の
短
縮
、
建
造
工
期
の
短
縮
、
購
⼊
品･

資
材
調
達
期
間
の
短
縮

●
操
業･
生
産
に
関
す
る
事
項

･

省
エ
ネ
改
革
型
漁
船
の
導
入
に
よ
る
燃
油
消
費
量
の
削
減

Ｓ
Ｇ
プ
ロ
ペ
ラ
の
採
用
、
⾼
効
率
冷
凍
運
転
⽀
援
シ
ス
テ
ム
の
導
⼊
、

省
エ
ネ
運
航
の
徹
底
（Ｆ
Ｏ
Ｃ
シ
ス
テ
ム
の
採
用
）
等

●
漁
船
の
労
働
環
境
（安
全
性
、
居
住
性
及
び
作
業
性
）
に
関
す
る
事
項

･

船
体
構
造
の
改
善
に
よ
る
安
全
性
の
向
上

胴
の
間
オ
ー
ニ
ン
グ
甲
板
、
改
良
型
⼤
型
ビ
ル
ジ
キ
ー
ル
、
燃
料
タ
ン
ク
内
へ
の
制
油
板

･

安
全
設
備
の
導
入
に
よ
る
安
全
性
の
向
上

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
カ
メ
ラ
、
作
業
甲
板
の
滑
り
止
め
マ
ッ
ト
、
⼤
浪
警
報
装
置
、
火
災
対
策

等

･

居
住
性
の
改
善

１
人
部
屋
・２
人
部
屋
の
居
室
を
採
用
。
⾼
速
ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
シ
ス
テ
ム
の
導
⼊
、

シ
ャ
ワ
ー･

ト
イ
レ
の
増
設
、
メ
デ
ィ
カ
ル
サ
ポ
ー
ト
の
充
実
等

･

作
業
性
の
改
善

タ
グ
付
け
作
業
等
の
た
め
の
多
目
的
魚
艙
・作
業
台
の
導
⼊
、
⾼
効
率
冷
凍
運
転
⽀
援
シ

ス
テ
ム
の
導
⼊
、
冷
凍
作
業
室
等
の
省
力
化
対
策
の
導
⼊
等

･

後
継
者
確
保･

育
成
対
策

漁
業
就
業
者
フ
ェ
ア
、
漁
業
ガ
イ
ダ
ン
ス
、
乗
船
前
講
習
等

持
続
的
に
再
⽣
産
可
能
な
マ
グ
ロ
漁
業
へ
の
転
換

●
資
源
管
理
に
関
す
る
事
項

･

国
際
規
制
に
対
応
し
た
資
源
管
理
の
実
施

資
源
管
理
措
置
の
遵
守
を
徹
底
す
る
他
、
鳥
よ
け
装
置
（⾼
圧
力
放
⽔
装
置
等
）
並
び
に

ト
リ
ラ
イ
ン
の
放
出
・収
納
の
自
動
化
、
及
び
複
数
オ
ブ
ザ
ー
バ
ー
専
用
室
の
設
置
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●
流
通･

販
売
に
関
す
る
事
項

･

ミ
ナ
ミ
マ
グ
ロ
の
認
知
度
向
上

焼
津
漁
協
・⽔
産
関
係
並
び
に
焼
津
市
と
も
連
携
し
認
知
度
向
上
・銘
柄
確
⽴
に
向
け
イ

ベ
ン
ト
に
参
加
。

･

そ
の
他
（地
元
地
域
に
対
す
る
貢
献
）

地
元
乗
組
員
の
積
極
的
採
用
、
新
船
披
露
時
に
地
元
の
子
供
た
ち
や
市
民
を
招
待
し
て

披
露
式
を
実
施



資料1-1  ミナミマグロ漁場別操業パターン

オレンジ ︓ケープ沖操業（基地操業）航海パターン
ブルー ︓南インド洋操業（年1航海操業）航海パターン
グリーン ︓タスマン/シドニー沖操業（年2航海操業）航海パターン 11

アンゴラ沖
etc

モザンピーク
ポートルイス

etc

ソロモン
etc

ケープ沖
南インド洋

● 焼津

● ベノア

ケープタウン
●

ダーバン
●

ポートルイス
●

シンガポール
●

●
ヌーメア

オークランド
●



資料1-2  ミナミマグロ漁場の操業状況 「吠える40度」

ミナミマグロは南緯30度以南に分布しており、その漁場の多くは「吠える40度」と
呼ばれる荒天・暴風が常時吹き荒れる海域となっている。

12



②海鳥混獲回避対策の検討 ︓ミナミマグロ漁業では海鳥の混獲が多く、従来は、RFMOで定められたトリライン等の海鳥
混獲回避対策を実施。更なる対策が求められている。

検討結果 ︓ トリラインの放出・収納の自動化を実施。さらに追加の取り組みとして、本船の海水ポンプ
を利用し、投縄時の餌落水地点に向けて放水し、海鳥の餌取を妨害する装置（海鳥
除け放水装置）の導⼊・漁獲物の内臓を用いて鳥を他の場所へ誘引する取り組み
（鳥よけ誘引物）を実施。（多目的⿂艙は内臓の一時保管場所としても活用）

③動揺の⼤きい環境での安全性向上 ︓ミナミマグロ漁場は動揺が⼤きいことから安全性を⾼める取り組みを検討。

検討結果 ︓重心に近い位置に食堂を配置し、動揺の少ない環境での飲食･休憩を実現。
また、⼤部屋を廃止し、一人部屋及び二人部屋の船室を採用することが可能となり、乗
組員の安全な動線が確保できる。

①ミナミマグロのタグ付け等への対応︓従来は、荒天の屋外で漁獲物の解体時にミナミマグロ管理措置（⿂体測定・タグ付
け）・シール張り等を実施。

検討結果 ︓タグ等を適切に管理するとともに漁獲物の品質低下を最⼩限にするため屋内の多目的
⿂艙を導⼊・凍結作業室に作業台を設置し、屋内で負担が少なく作業を⾏うことができ
る様に変更。

資料1-3  ミナミマグロ漁業の課題と本計画における検討結果

13



船型・仕様の検討
ミナミマグロ操業（荒天操業）並びに、安全性・居住性・作業
性･経済性を考慮し、作業部会にて近年最も普及している 409ト
ン型船型（総トン数499トン）を選定し一般配置・主要目を決
定した。

項目 主要目主要目主要目主要目

船型 409屯型まぐろ延縄漁船

総トン数 499トン

全 長（LOA） m 57.43 

登録長（LR） m 50.59 

垂線間長（LPP） m 50.50 

型 幅（B） m 9.00 

型 深 さ （D） m 3.90 

計画満載喫水（d） m 3.49 

乗組員 名 26（ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ2名含む）

航海速力（75mCR 0%Sm） kt 11.6 

燃料油タンク容積 m3 352.9

清水タンク容積 m3 33

雑用清水タンク容積（船首タンク含む） m3 15

潤滑油タンク容積（LOST除く） m3 11

上甲板下魚倉容積（Ｂ） m3 448

上甲板上魚倉容積（B） m3 20

魚倉容積小計（B） m3 468

凍結室容積（Ｇ） m3 119（4室）

準備室容積（Ｂ） m3 64

積みトン （凍結･準備室含む） t 307

管棚収容量（ton） t 7.9 （4段×4室）

主機関（ﾒ-ｶ-） IHI原動機 6M28BFT-3

kW  x  RPm 736kW （1000ps）×350

プロペラ種類 FPP4翼 D2950 （SG型）

発電機関（ﾒ-ｶ-） ヤンマー 6NY16L-UW × 2台

PS  x  RPm 355kW（483PS） x 1200 ｘ 2台

発電機 ： ｋVA × V 大洋 × 400kVA × 225V × 2台

冷凍装置 日新興業

冷凍機 （ﾒ-ｶ-、型式） 長谷川 VZ-28BFM × 4台

KW （ﾓ-ﾀ-） 60kW×4台

冷媒 R404A

航海装置 日本無線

無線装置 日本無線

漁労装置 ﾗｲﾝﾎｰﾗｰ：泉井鉄工

ﾌﾞﾗﾝﾘｰﾙ：泉井鉄工

幹縄格納機：泉井鉄工

繰り出し機：泉井鉄工

コンベア：フジイ工機 14

資料2-1  共通船型の採用（一般配置図・主要目） 【取組記号A 】



従来の建造方法及び問題点

船主各社が、各々造船所と計画･調達し漁船を建
造しており、⿂種の違いや漁業者の操業方針の相
違により、漁撈装置の配置や仕様、凍結装置・⿂
艙・燃料タンクの規模、機関室配置と装備、各船
室・賄い室等の船内施設の配置と機器が船ごとに異
なっていた。

設計図や装備機器が各船で異なり
建造コスト増⼤の一因となる。

15

低
コ
ス
ト
で
の
建
造
が
難
し
い

要
因
の
ひ
と
つ
と
な
っ
て
い
る
。

建造方法を作業部会で、共通船型・
共通仕様によるコスト削減を検討。

①船室・食堂・⿂艙・燃料タンク等の配置の統一
を図り、建造時の設計・現図・建造工数を削減。
②主機関・補機関・発電装置・航海無線装置等
の主要設備を統一することにより購⼊価格の圧縮
を図る。

設計図面の共通化・装備機器の統一に
より、設計・現図・建造の工数削減と各装
備機器の購入費圧縮を図る

建造コスト 10.41% の削減。

資料2-2  共通船型の採用（漁船建造の効率化） 【取組記号A 】



建造工期の圧縮計画

設計・現図作業期間について
設計・現図作業期間は約390日間。（作業は非連続）
共通船型・共通仕様効果により、第4隻目では、第1隻
目と⽐較し、約70％の工数削減が⾒込まれる。設計・現
図作業期間は、初期打合せが不要となることにより、約30

日間の短縮が⾒込まれる。

検討項目
①設計・現図期間の短縮
②建造工期の短縮
③購⼊品・資材調達期間の短縮

結果
①約30日短縮
②約6日短縮
③約3日短縮

連続建造
1隻目2隻目
工程

工期
295

日
標準
工程

標準工程
(効果無し）

70日 60日 75日 90日

連続建造
3隻目工程

工期
290

日

1隻目
よりも

効果
(-5日間)

68日
（-2日間）

59日
(-1日間）

74日
（-1日間）

89日
（-1日間）

計5日間
短縮

連続建造
4隻目工程

工期
289.5

日

1隻目
よりも

効果
(-5.5日)

68日 59日 74日 88.5日
（-0.5日間）

計5.5日
間短縮

（イメージ図） S E L DM

※ S:鋼材発注 m:鋼材⼊荷・加工開始 E:船台搭載開始 L:進水 D:完工・引渡し 16

①造船所における効果
従来は建造計画が明確ではなく、工事

量が不安定であったが、⻑期代船建造計
画に則り、2〜3年後を⾒据えた建造計画
の⽴案や、仕事量の平準化や工員の確
保が容易となる。

②ドック・メンテナンス費用の削減
漁船･機器等の改善点情報の共有

化・フィードバックにより、引渡し前に是正
対策を実施できるケースが増えるので、ドッ
ク費用やメンテナンス費用を削減すること
が可能となる。

③洋上での緊急トラブル対応
洋上で故障等が発⽣して交換部品等

の持ち合わせが無かった場合、装備品が
共通化されていれば、沖で融通し合うこと
が可能となり、修理に帰港する時間や部
品⼿配に要する時間を節約できる。

その他の効果

①〜③の
削減検討

資料2-3  共通船型の採用（その他の効果） 【取組記号A 】



資料3-1  省エネ改革型漁船の導⼊（燃油消費量の削減） 【取組記号 B】

年間燃油増減量 増減率 A 丸 B 丸 C 丸 D 丸
ア．SGプロペラ ▲ 0.90% ▲ 8.58KL ▲ 8.58KL ▲ 8.66KL ▲ 8.45KL

イ．⿂艙防熱構造の増厚化 ▲ 0.83% ▲ 7.91KL ▲ 7.91KL ▲ 7.99KL ▲ 7.79KL

ウ．⾼効率冷凍運転⽀援システム
【冷媒変更による燃料消費増を含む】 ▲ 0.44% ▲ 4.19KL ▲ 4.19KL ▲ 4.24KL ▲ 4.13KL

エ．LED照明の採用 ▲ 0.87% ▲ 8.29KL ▲ 8.29KL ▲ 8.37KL ▲ 8.17KL

オ．省エネ運航（FOCシステムの採用） ▲ 3.97% ▲ 37.83KL ▲ 37.83KL ▲ 38.21KL ▲ 37.28KL

合 計 ▲ 7.01% ▲ 66.80KL ▲ 66.80KL ▲ 67.49KL ▲ 65.83KL

各取組による相乗効果を考慮 ▲ 6.86% ▲ 65.34KL ▲ 65.34KL ▲ 66.00KL ▲ 64.39KL

1. 省エネの取組とその増減

年間燃油消費量 A 丸 B 丸 C 丸 D 丸
現 状 952.91KL 952.91KL 962.57KL 939.03KL

改 革 後 887.57KL 887.57KL 896.57KL 874.64KL

削 減 量 ▲ 65.34KL ▲ 65.34KL ▲ 66.00KL ▲ 64.39KL

2. 改革型の燃料消費量⽐較

17



ア SGプロペラの採用 ウ⾼効率冷凍運転⽀援システムの導⼊

エ LED照明の採用

オ省エネ運航の徹底 イ⿂艙防熱構造の増厚化

配置図

18

資料3-2  省エネ改革型漁船の導⼊（省エネ設備等の配置図） 【取組記号 B】



SGプロペラの採用により
年間 0.90% の燃油削減効果

推進効率を従来よりも向上させることで、
省エネルギーと低振動を実現したプロペラ。

ハブ渦キャビテーション

資料3-3  省エネ改革型漁船の導⼊（ア.SGプロペラの採用・イ.⿂艙防熱構造の増厚化）【取組記号 B】

防熱構造の増厚化について
⿂艙防熱構造を天井部50mm、舷側部25mm増厚することで、
熱伝導率をそれぞれ約17%と約10%⼩さくして、⿂艙への侵⼊熱
量を約7%削減し、冷凍機負荷の更なる低減を図り、より少ない
電力で冷凍機の運転を⾏い、省エネ効果を図る。

⿂艙防熱構造を増厚化し侵⼊熱を低下させる
ことにより、

年間 0.83% の燃油削減効果

従来型プロペラ SGプロペラ

無くなっている︕

19



資料3-4  省エネ改革型漁船の導⼊（ウ.⾼効率冷凍運転⽀援システムの導⼊） 【取組記号B】

⾼効率冷凍運転⽀援システムの導⼊により
年間 0.44% の燃油削減効果

⾒える化制御盤
本システムの運転状態をディスプレイに表示
するとともに吸⼊制御の実施タイミングを知ら
せ設定温度も容易に変更可能

冷凍機のインバーター制御
低負荷時に回転数を変更し動力を低減化

吸入制御
低負荷時に吸⼊弁を切替え運転台数制
御

冷凍機のアンロード制御
低負荷時に圧縮機の能力を減少させ動力
を低減化

【導⼊技術】

（1）適正温度を目標とした制御システムの導⼊
⇒ ｢冷やし過ぎ｣防止による省エネ化

（2）制御運用の⽀援システムの導⼊
⇒乗組員熟練度に左右されないシステム構築

20

見える化制御盤

制御盤モニター画面



・消費電⼒が⽩熱電球の約1/7へ減少、併せて発熱量も
大幅に減少する。

・⻑寿命・・・約40,000時間と⽩熱電球の40倍。
・LED電球の⻑寿命を生かし、交換作業が困難な ・暴露通
路 ・魚艙・凍結準備室 に設置し、交換の“手間”を削減。

・水銀灯・蛍光灯・⽩熱灯をLED電球に代えることにより、
水銀灯・・・400W→160W

蛍光灯・・・40W→21W

⽩熱灯・・・100W→21W に消費電⼒は削減される。
・舶用LED電球を採用し、ノイズ・電食問題に対応

暴露部通路

凍結室
凍結準備室
各倉庫

⿂艙

胴の間

資料3-5  省エネ改革型漁船の導⼊（エ.LED照明装置の採用・オ.省エネ運航の徹底）【取組記号B】

LED照明装置の採用により年間 0.87% の燃油削減効果

FOC（Fuel Oil Consumption ＝燃料消費量）モニタリングシステムの採用により省エ
ネ運航の徹底を図ることで、年間 3.97% の燃油削減効果

項 目 現 状 改革計画（減速運転） 効 果

航海時速力
（往航、復航、適水）

11.0ノット 10.7ノット 0.3ノット
減速

操業時速力
（投縄、潮上り）

11.0ノット 10.5ノット 0.5ノット
減速

減速運転への
具体的
取組事項

操舵室に主機関及び発
電機関の燃油消費量
モニターを設置する。

主機関・補機関の燃油使用
量の確認用として、FOCモニ
タリングシステム（消費量モニ
ター）を操舵室に設置する。
これにより、船⻑が燃油使用
量をリアルタイムに把握し、機
関⻑に指示をすることで、省
エネ運航（減速運航）を徹
底する。
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資料4-1  資源管理の取組（混獲回避） 【取組記号C】

更なる混獲回避に向け、海鳥対策を強化。

トリポール・トリラインの装備概略図

混獲防止対策は3つの対策の内2つを採用し実施。
①夜間投縄
②加重枝縄
③トリポール・トリライン

従来船の対応

22

本計画オリジナルの鳥よけ対策
①放水により海鳥の接近を防御

船尾より落餌箇所（左舷後方約20m箇所）に向け
強く放水し、海鳥の接近を妨げる。

②反対舷への誘因物の投⼊により海鳥接近を回避

海鳥が好む漁獲物の内臓等を、投餌方向（左舷
側）と反対舷（右舷側）へ投げ⼊れることにより、海
鳥の誘因を図る。

トリポール

トリライン

①

②

ストリーマー

餌落下箇所

←左舷 右舷→



資源管理措置 管理措置の内容
1. 資源管理計画の履⾏ 当組合の定めた資源管理計画の遵守

（航海日数に対し在港休漁日数を3%以上とすること）

2. 地域漁業管理機関
（RFMO）の資源管理措置の
遵守

RFMO が採択した資源管理措置（漁獲規制､混獲回避措置･操業に
係わる規制等）の遵守の徹底

3. オブザーバー室の設置 2部屋のオブザーバー専用部屋を設置し 国際的な資源管理へ協力
（資源管理措置のためのデータ収集の迅速化と遵守）

4. 衛星船位測定送信（VMS）
報告とモニタリング

他国200海⾥経済水域侵犯等の事故を未然に防ぐため､ VMSを活用
した漁船位置のモニタリングを実施

混獲回避措置 管理措置の内容
1. 海鳥 特定水域（主に南緯25度以南）での混獲回避措置の実施

（トリポール･夜間投縄･加重枝縄のうち、 2つ以上の措置を実施等）

2. サメ類 RFMOが決定した特定種のサメの捕獲禁止等
3. 海⻲ RFMOが採択した放流措置（カッター･ライン外し･タモ網の船上保持

等）と⽣きたままの放流の実施

資料4-2 資源管理の取組【取組記号 C】
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③船首と船
尾に十分な
予備浮力を
保持すること
で復原力を
確保

⑤船側開⼝部閉塞
構造の採用。開
⼝部の縮⼩によ
り、迅速・確実な
危険回避

⑥胴の間オーニング
甲板の設置

④船首楼甲板下右舷開⼝部
及び船尾ブルワーク開⼝部
を縮⼩

①改良型⼤型ビルジキールの採用（ビルジキールの⻑さを船首・船尾各2ﾌﾚｰﾑ計2.4m拡張）
航⾏時及び荒天時の船体の横揺れを軽減する効果がある。

②二重底燃料タンク内への制油板の
設置による横揺れ減衰力の強化

船体傾斜時の液体移動量と移動距離
を減少させローリングを低減させる。

資料5  船体構造の改善による安全性の向上【取組記号D】

24

荒天漁場に対応して、操業時の更なる安全性の向上を図る。

⑦重心に近い位置に食堂
を配置でき、安全に食事・
休息が⾏える。この移動
により、居室の1人及び2
人部屋が可能となり、乗
員の安全な動線が確保
できる。



資料6  安全設備の導⼊による安全性の向上【取組記号E】

セキュリテｨカメラ・⼤波警報・滑り止めマット・煙探知機・防波ネットの
導⼊により、更なる安全性の向上を図る。

操舵室
モニター
へ表示カメラ 滑り止めマット

ウ.作業デッキ
左舷ブルワーク
上部に防波ネ
ットの設置

ア.船内5箇所にセキュリティカメラを設置

居住区、機関室、賄い室、
倉庫に煙探知機を装備

⼤波警報

イ.⼤波警報装置／作業甲板の滑り止めマット設置

エ.煙探知機の設置

防波ネット

25

オ.AISの設置・ライフジャケット
着用の徹底



改革型漁船 漁船設備基準（新基準） 従来船（漁船設備基準）

乗組員数 26⼈ 25人〜28人

寝台数 27台（予備寝台1あり） 25台〜28台（予備寝台なし）

操舵室⾼さ 1,900mm 1,800mm

居室⾼さ 1,900mm 1,800mm

居室床面積 1m²以上（寝台・居住設備除く） 規定なし

寝台寸法（⻑さ×幅） 1,900mm×700mm以上 1,800mm×600mm以上

浴室・シャワーの数 浴室×1室 シャワー×5個 浴槽×1個 以上（浴室＋定員6⼈に対してシャワー1個以上）

トイレの数 5個（定員8⼈に対して1個） 1個〜2個

一部屋当たりの最⼤人員数 2⼈（設備基準では4⼈） 規定なし

200t以上600t未満の船舶 1m²以上 規定なし
一人当たりの面積 （寝台・ロッカーを除く）

居住区部屋数／一人当たりの面積

1⼈部屋×8室 ／ 2.11m² 1⼈部屋×7室 ／ 1.73m²

2⼈部屋×9室 ／ 1.10m² 2⼈部屋×4室 ／ 1.09m²

4⼈部屋×3室 ／ 0.80m²

居住区合計面積 26⼈ 合計36.68m² 27人 合計30.43m²

※一人当たりの面積は各部屋に差がある為、
一例として記載 ※参考値

資料7-1  居住性の改善①【取組記号F】

※

※

※

※

※

※

※



資料7-2  居住性の改善②（居住スペースの改善）【取組記号F】

食堂が船楼甲板にあるため、居住区と
食堂が近接し、同じ船楼甲板上にあ
る居住区域が減少し、居室に3人・4
人の大部屋が必要となる。

食堂を上甲板に設置することにより、
従来よりも食堂の面積を拡大すること
ができ、重心に近いことから動揺も少な
い配置となっている。
これにより船楼甲板の居住区域は、全
てを居室面積として計画できるため、
乗組員の快適なプライベート空間を確
保した1⼈及び2⼈部屋とすることがで
きる。

従来船

改革型漁船

居室を1⼈部屋・2⼈部屋のみにすることで居住性の向上を図る

1⼈部屋又は2⼈部屋

居住
区

賄室

食
堂

27



従来船 改革型漁船

衛星回線
速度と料⾦制度

・最⼤432Kbps

・契約使用量を越えると
従量課⾦

・海→陸 最大４Mbps

・陸→海 最大８Mbps

・完全定額制
利用者 幹部船員のみ 乗船者全員

利用用途
業務用

ブイとの交信、各種通報業務、事務所と
の連絡、海洋気象情報、天気予報確

認、漁場情報共有等

業務利用の大幅拡充、
個⼈レベルでの使用

例︓家族や友⼈との連絡、
個⼈での情報収集

機器などのトラブル対応で使用

⾼速ブロードバンド衛星通信システムの導⼊
（インマルサットFXシステム）

資料7-3  居住性の改善③（インターネット環境の整備）【取組記号F】

8Mbps

定額制
家
族
や
友
人

陸上に近い
ネット環境の実現

快適な船内環境、
後継者の確保へ

陸上に近い
ネット環境の実現

快適な船内環境、
後継者の確保へ

従来船 改革型漁船
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資料7-4  居住性の改善④（その他の改善） 【取組記号 F】

｢かつおまぐろメディカルダイヤル」の仕組み

サービス申し込み漁船 幅広い医療知識に基づく高い専門性
緊急（トリアージ）医療に対する迅速な判断⼒
高度な医療コミュニケーションスキルと顧客対応⼒

保健師・看護師などの医療職

救命救急センターに勤務する現役の救急科専門医が
24時間 365日 常駐

救急科専門医
電話
対応

家族や友人

既存船 改革型漁船

⾼速ブロードバンド衛星通信システム導⼊により
①漁撈情報・気象・海況情報をリアルタイムで収集することが可能となる。

②機器のトラブル発⽣時には、故障機器等の使用状況を陸上側と共有。
トラブル対応（メンテナンスレポート・アドバイス）の精度が従来よりも向
上する。

③かつおまぐろメディカルダイヤルによる医療相談が可能となる。

緊急度を判定しアドバイス︕

緊急医療相談サービス
24時間
365日

経験豊富な看護師が対応︕

一般健康相談サービス
24時間
365日



作業性の改善一覧
資料8-1  作業性の改善（まとめ）【取組記号G】

項目／内容 対象者 従来船の作業 改革後の作業

ｱ.冷凍作業室、冷凍準備室、
急冷凍結庫におけるテーブル
式作業台等の設置及び多
目的⿂艙の導⼊

揚縄作業
担当者

漁獲物の運搬作業は、胴の間→凍結
準備室→凍結作業室→急冷凍結庫
への搬⼊作業で人力により4名で作業。
超低温区域内の持ち上げ⾼さは最低
で75㎝。

胴の間からシューターまでは、4人で運搬。超低温区域内では、各作業台
の上を滑らして横移動できる為、2名で対応可能。持上げ⾼さは、常温で
広く⾜場の良い胴の間で68㎝。また、多目的魚艙において荒天を避けてタ
グ付け作業等を⾏う。

全員
餌・食料・漁業資材・個人仕込品等は、
甲板下の第1・第2⿂艙及び甲板上の
第3⿂艙・急冷凍結庫に収納し、必要
に応じて移動又は搬出。

超低温区画⼊り⼝近くに設けた2部屋ある多目的魚艙を有効に活用し、
餌ならば操業毎に⾏っていた魚艙からの餌の搬出作業を、1/20（回）に
削減する。また、作業台・シューターを有効活用し、持ち上げる作業等を
削減する。

ｲ.⾼効率冷凍運転⽀援システ
ムの導⼊

機関部
乗組員

ベテラン機関⻑・機関職員の管理・指
示の下、機関部員全員で維持管理・
運転業務に対応。

同システムにより冷凍関連機器を⾃動運転。問題時は警報を発令し当直
者へ警告。機関⻑・機関職員の指示命令により機関部員と合同で対応。
システムにより24時間自動管理の為、経験に頼らない運転管理が可能と
なり、日常業務は監視業務のみに省⼒化が可能。

ｳ.トラッキングパイロット
システムの導⼊ 航海職員 外的要因（気象・海況）や、他船の

動向を監視し、安全・効率運航に対応。
外的要因（気象・海況）を⾃動で補正。航海職員は、他船の動向の監
視・安全運航に集中することが可能

ｴ.トリラインの放出・収納の
自動化

投縄作業
担当者

放出作業は、2名で担当
（⼿動にて作業） トリライン巻取機の採用により１名で担当

収納作業は、3名で担当
（⼿動にて作業） トリライン巻取機の採用により１名で担当

ｵ.マグロ引寄せ機の導⼊ 揚縄作業
担当者 4名での漁獲物引寄せ作業 マグロ引寄せ機により、魚体の移動に合わせて機械が対応。

引寄せ作業は2名で担当

カ.管棚のミナミマグロへ
の最適化

冷凍作業
担当者

急冷凍結庫 4室（⼤⼩混成）
（全漁場全⿂種対応可能な配置・サイズ）

ミナミマグロに対応するため4段の凍結管棚を採用。
それぞれ管棚⾼さは、51㎝・46㎝･46㎝・38㎝となっている。
効率的な魚の積み入れ配置による凍結処理が可能となる。
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資料8-2  作業性の改善（ア．多目的⿂艙の導⼊及びテーブル式作業台等の設置）【取組記号G】

作業台
移動式台 可動台

グレース
タンク

シ
ュ
ー

ト

シュー
ト

平面図

段面図

屋内でのタグ付けを可能とするとともに、急冷凍結庫・冷凍準備室・冷凍作業室内の
超低温区画において、マグロを上げ下げすることを少なくすること、並びに多目的⿂艙を
⼊り⼝側に設置することにより餌・食料の搬⼊搬出経路を短縮し、省力化を図る。

省⼒化の目的

改良点
冷凍作業室内に⾼さ75㎝の作業台を設置する。（⾼さ
は、凍結管棚の2段目（一番活用する棚）に一致）。
胴台に⿂体を載せるためシューターの⼊⼝の⾼さは、胴
の間で超低温区画のデッキから100㎝をとする。（傾斜を
利用して搬⼊する為。）この時の⿂体を持ち上げる⾼さ
は、デッキの⾼さ（32cm）を考慮すると68㎝となる。

省⼒化のポイント
現状︓ 超低温区域内の床面に⿂体を置いた場合、

凍結管棚二段目（⾼さ75㎝）三段目
（125㎝）に⿂体を格納する為には、それぞ
れ75㎝・125㎝⿂体を持ち上げなければなら
ない。

改革後︓胴の間で68ｃm持ち上げただけで、凍結管
棚2段目の⾼さ（75㎝）を維持することが可
能となる。3段目への格納も、50㎝持ち上げ
るだけで可能となる。（ただしシューターを利
用できる為、従来より簡単に持ち上げること
が可能となる。）

多目的魚艙の導入
屋内でのタグ付けを可能とするとともに、海鳥誘因用の
漁獲物の内臓等の貯蔵と、餌・食料・個人私物等々
の保管庫とすることで、超低温区域内での移動作業を
減らすことができる。

凍結棚

凍結棚 凍結棚

断面図

超低温区画内の作業 従来︓4名 → 改革により 2名 に削減

急冷凍結庫 急冷凍結庫

急冷凍結庫急冷凍結庫

冷凍準備室

32㎝
31
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資料8-3  作業性の改善（イ．⾼効率冷凍運転⽀援システムの導⼊）【取組記号G】

従来
①冷凍機の発停。（状況を把握して発停が必要。）
②運転中の冷凍機の運転状況の管理
③状況に応じた膨張弁の管理
④海水温・気温、⿂艙温度・凍結室温度の確認並びに冷凍機の運転対応

改革後
①本システムにより発停の指示あり。その上で状況確認の上、⼿動操作にて発停。
②システムによる運転状態の維持・管理
③電子膨張弁による膨張弁の自動管理
④海水温・気温並びに⿂艙温度・凍結室温度の確認作業及び設定変更。
冷凍機の自動管理

⾒える化制御盤

⾼効率冷凍運転⽀援システムの導⼊

将来的には、冷凍機の維持管理・操作に関する経験値の浅い機関部員の採用
・乗船も視野に⼊れ、本システムを採用。

機関⻑並びに機関部員は、冷凍機の運転・管理の⻑年の経験によるノウハウを駆使して漁獲物を守ってきた。本システムに
よる発停並びに変更指示が出されることにより、機関部員は漁獲物の状況（温度、数量等）に合わせたシステムの確認・
変更作業を⾏うことのみに集中することが可能になる。

機関⻑及び機関部員の労働負荷を軽減
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改革型漁船
トラッキングパイロットによる自動航⾏は、
GPSプロッターで緯度・経度を設定することで、
ピンポイントの指定座標に操舵が可能。

外的要因（海況・気象等）に対して、自
動で補正が⾏われる。 この為、航海⼠が
検討・設定した航路をトレース可能。

従来船
オートパイロットによる自動操舵は、指示
された方向のみを維持。外的要因（海
況・気象等）に影響され、ピンポイントで
の操船には不向き。

この為、航海⼠による、海況・気象を考
慮した操船作業が必要。

トラッキングパイロット制御部

資料8-4  作業性の改善（ウ．トラッキングパイロットシステムの導⼊）【取組記号G】

設定通りに自動航⾏するため、航海⼠は安全運航に集中することができる。また
不慮の落水事故が発⽣した場合、落水ポイントに戻り、迅速に救助活動を⾏うこ
とができる。

トラッキングパイロットシステムを活用することにより、
航海⼠の作業の軽減と安全性の向上を図る。
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資料8-5  作業性の改善（エ．トリラインの放出・収納の自動化）【取組記号G】

装
備
イ
メ
ー
ジ
図

ト
リ
ラ
イ
ン
巻
取
機

トリラインイメージ図

本船進⾏方向

トリライン巻取機 完成予定図

動力︓油圧で検討中 34

トリライン巻取機を導⼊することにより、仕事量の削減を図る。

従 来 船 ︓投縄開始時にトリラインを放出し、投縄終了時に収納する。トリラインを使用している最中の本船は、10ノッ
トで航⾏中であり、装備品の重さ、風・水の抵抗により実際の重さよりも高負荷の状況の為、⼈⼒での繰り
出し・巻き取りは、重労働。

改革型漁船︓トリライン（海⿃混獲対策）の放出・収納を動⼒化することで、毎日の作業を軽減
放出作業 2名 、収納作業 3 名 → 各1 名

トリライン ︓海⿃から投縄時の針の付いた餌を守る為、海⿃の接近が難しくなるように障害物として本船から流す装備。
⻑さ︓150m 直径︓約3mm 重量︓約8kg ストリーマー（脅し用の飾り）、曳航用の重り等が付属する。



従来船

漁獲物が掛かると4名の熟練甲板員によりマグロ
の動きに合わせて、枝縄を⼿繰り寄せ又⼿繰り
出す事を繰り返し⾏い、舷門に引寄せ、漁獲を
⾏っている。

改革型漁船

マグロ引寄せ機を導⼊することにより、熟練の甲
板作業者でなくても、本機が枝縄の⼿繰り寄せ
／⼿繰り出しを電動で制御することが可能となる
為（オートテンション機能付き）、2名の作業者
により、漁獲物を迅速且つ簡単に舷門に引寄せ
ることが可能となる。

資料8-6  作業性の改善（オ．マグロ引寄せ機の導⼊）【取組記号G】

マグロ引寄せ機を導⼊することにより、
揚縄時の仕事量が軽減され全体として省力化が⼤いに発展する。
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資料8-7  作業性の改善（カ．管棚のミナミマグロへの最適化）【取組記号G】

ミナミマグロに最適化された管棚サイズ並びに凍結庫の配置

改革型漁船の凍結庫配置

管棚（4段） ミナミマグロ操業海域では、多種多
様な漁獲物が漁獲され、主漁獲物
であるミナミマグロは最⼤180kgの⿂
体サイズであるため、管棚⾼さはそ
れぞれ51cm・46cm・46cm・38cmと
なっている。

多⿂種用
36

クロマグロ操業船の凍結庫配置

クロマグロ用

管棚（3段） ⼤型のクロマグロ
（最⼤500kg位）
を凍結する為、管
棚の⾼さが、それぞ
れ下から66cm・
59cm・55cmとなっ
ている。

対象⿂種（凍結姿）
ミナミマグロ（GG）
ビンナガ（ラウンド）
ガストロ（ドレス）
メカジキ（フィレ･ドレス）etc

従来型操業船の凍結庫配置

急冷凍結庫は4室（小）
管棚は4段・3段の混成

急冷凍結庫は4室（大）
管棚は全室3段の構成

急冷凍結庫は4室（小）
管棚は全室4段の構成

多目的魚艙を船首側へ配置



資料9  後継者確保・育成対策 【取組記号H】

・乗組員OBと現地
業者の協⼒で実施

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H19 H20 H22 H24 H25 H27 H28 H30

20歳
未満

20〜
24歳

25〜
29歳

30〜
34歳

35〜
39歳

40〜
44歳

45〜
49歳

50〜
54歳

55〜
59歳

60歳
以上

・乗組員の資格階級の
さらなる向上へ

・漁業就職者フェア
・漁業ガイダンス

・海技資格取得要件を満たした船員には免
許講習への積極的な参加を促す

遠洋まぐろ延縄漁船の存続には幹部船員の後継者の確保・育成が必要である。

〈乗組員の年齢構成推移〉

取組期間中に1⼈以上の若
手 乗 組 員 を船 毎 に確 保

日本かつお・まぐろ漁業協同組合調べ

「目指せ︕海技⼠セミナーin静岡」「漁業ガイダンス」「漁業就業者フェア」
に参加し、全国展開で若⼿乗組員の確保に努める。

就業者フェア

37

・静岡県⽴漁業高
等学園(焼津)のマ
グロ船⾒学会及び
就職懇談会



資料10  ミナミマグロの認知度向上【取組記号I】

焼津漁協・水産関係・焼津市と連携しPRに取り組む

38

「焼津ミナミマグロ」のPRを⾏い認知度向上・銘柄確⽴に向け、年間約150kg（原⿂重量）
を漁業者自らが販売し、トレーサビリティ－を確保した「安心・安全な焼津ミナミマグロ」を消費
者へ向けてPRする。



資料11  その他（地元地域に対する貢献） 【取組記号J】

「まぐろ船新船披露式」 「地元から資材調達」 「地元の人材採用」
を柱に地元地域へ貢献する。

地元市⺠・水産関係学⽣等々を招待し、新造船のお披露目を⾏い地域の活性を図る。

地 元 市 ⺠ の
遠洋鮪延縄漁業に
対する理解拡⼤
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